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一一《論文要旨》
本稿は，原発事故による福島県の内水面漁協の被害と賠償の実態を，その概略に
おいて明らかすることを目的としている。訪問聞き取り調査とアンケート調査によ
り次の点が明らかにされた。最も被害の大きい浜通り地区では，採補禁止措置が適
用されなかった鮫川漁協以外の大半の漁協で，放射能汚染による被害はほとんど改
善されることなく，組合員と遊漁者の釣魚が禁止あるいは制限されている。それに
より漁協の活動停止と組合員の離脱が生じ，漁協経営は循環累積的に悪化し，将来
的な組合の解散が危慎される。こうした経営困難をもたらす漁協被害に対して，現
時点での東京電力からの賠償は，実質的な汚染被害の除去を目的としたものではな
し従来の収入水準を維持し増殖事業や河川管理事業を形式的に継続することで組
合の存続を図るだけに，とどまっている。あるいはそれすら不可能な水準にとどまっ
ている。こ，うした被害の実質性と賠償の形式性の矛盾は，中通り地区を南北に貫く
阿武隈川漁協に端的に現れている。事業報告書の分析から明らかなように，自主財
源である賦課金と漁業権行使料，そして売り上げに相当する遊漁料収入をほぼ失い，
賠償金で増殖事業と河川管理を継続し，事業管理費を賄っている。たしかに増殖事
業と河川管理と事業管理に関わる人的資本の遊休化は避けられている。しかしなが
ら，自他への釣魚サービスの提供という本来的な業務である経済行為が空洞化して
いるのである。自然的あるいは人為的に魚類が再生産される流域環境，すなわち代
替不可援な自然資本，およびそれと密接に結合した人的資本，そしてこれらを取り
巻く社会資本と社会関係資本，さらには釣魚関連の民間資本を含めて，地域社会の
枠を超えた広範囲におよぶ包括的な資本関係の総体が，長期的かっ不可逆的に毅損
されたのである。本稿の示唆するところは以下である。原発事故による内水面とい
う自然資源・資本の汚染は，こうした資源・資本の管埋者あるいは利用者としての
経済主体すなわち漁協を，また原因者であり賠償責任者でもある経済主体すなわち
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発電事業者をも，共に，各々の資本号「負の資本Jに転化させざるを得ない。そし
て原因者の「負の資本」化による損失は，国家財政への金銭的・形式的な転嫁によっ
て短期間で補填されうるが，原子力災害における被害者の「負の資本」化による損
失は，国家財政負担を伴う除染労働の投下によっても，短期間では，容易に実質的
に補填されず，長期間，残存する。そして，それが被害者の人的資本の遊休化と劣
化を不可避とするのである。なお本研究は日本環境会議(検討委員会)と JSPS科
研費JP15Kl1940の助成を受けたものである。
キーワード:内水面漁協，経営危機，原発事故，循環累積的な因果関係，負の資本
1.はじめに
2011年3月1 日の東日本大震災に伴い，東京電力株式会社(現，東京電
力ホールデイングス株式会社，以下，東京電力と略す)の福島第一原子力発
電所の炉心溶融事故が引きおこされた。それにより福島県と近隣県のみなら
ず，広範な地域の住民を合む自然環境に放射能汚染が引き鵡こされ，本稿執
筆時点でも汚染は完全に抑制されてない。本稿は，そうした被曝の中心地で
ある福島県の内水面漁業協同組合(以下，内水面漁協，あるいは漁協と略す〉
の経済・経営的な被害と東京電力による損害賠償(以下，賠償と略す)を取
り上げ検討する。
まず，本研究の経緯と経過について言及し，福島の内水面漁協の被害につ
いて，主に訪問調査と調査票調査の結果に基づき，その実態を明らかにする。
次に，こうした被害への東電からの賠償の現状と問題点を明らかにする。ま
丸一部の被害漁協より提供された「事業報告書」に基づいて漁協被害と損
害賠償についての個別事例分析を行なう。そして，被害が実質的な漁場と魚
類の被曜として長期的に残存するにもかかわらず，賠償はあくまでも累積的
に悪化する漁協経営への不十分な金銭賠償にとどまり，放射能汚染の本来的
な復元困難性から，漁場と周辺環境の除染事業を含む経営再建事業に賠償金
34 (564 ) 
原発事故による福島の内水面漁協の被害と賠償
を拘束できない現状を明らかにする。そこでは，公害問題における被害の実
質性(不可逆性と累積性)と賠償の形式性(公害発現前の企銭的な経済指標
の規範化)の矛盾が，原子力公害に際して，究極の形態において露呈してい
ることが指摘される。
2.本研究の経緯と経過
2-1.本研究の経緯
本研究が行われるに至った経緯は以下である o 1998年から 1999年にかけ
て実施した科学研究費補助による(萌芽的)研究『内水箇漁業協同組合の環
境保全機能:環境緑済学および環境社会学からの接近J'l)より 10年を経て，
2009年前後に企図された継続研究の実施が，諸般の事情により見送られた。
その後も内水面漁業・漁協の調査を模索するなかで， 2011年3月1日に福
島第一原子力発電所の原発事故が起こり，福島県の内水面漁業および漁協は，
以下に示すような多大な被害を被った。筆者は，原発事故の諸原因について
の文献研究ωゃ所属する環境経済・政策学会の研究者との共同の現地調査(却
を行いつつ，内水面漁業・漁協の被害と賠償および支援と復興に関する研究
を，平行して準備した。 2014年には所属学会である日本環境会議より助成
を得て，準備研究安行い， 2015年度より，科学研兜費(基盤C)の助成を
得て， r原発事故による福島の内水面漁業・漁業協同組合・コミュニティの
被害・支援・復興」と題する研究を始めるに至った。以下は，本研究の中間
報告として「内水面漁協の被害と賠償」を中心に取りまとめたものである。
20日年度内および2017年度に行う後続研究を踏まえ，今後，稿を改めて，
被害を受けた漁業・漁協の「支援と復興のあり方」について言及する予定で
ある。
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2-2.研究の経過
次に研究の経過について，主に訪問聞き取り調査の進捗について概略を述
べる(文献研究の内容・成果などについては必要な限りにおいて文中で言及
する〉。なお，事前調設と本調査(調査票=アンケート調査〉の結果につい
ては，後段で，表にまとめて提示する。
まず，福島県内の全ての内水面漁協を対象にアンケート調査を行うための
準備調査として， 2014年8月1日から 3日にかけて，訪問聞き取り調査を
行った。対象は阿武隈川漁協，鮫川漁協，阿賀川漁協，新田JI!・太田川漁協，
沼沢漁協(久慈川第一漁協は組合長面会のみ)であった。また同様の準備調
査を2014年2月28日と 3月1日に猪苗代・秋元湖漁協と県南鯉養殖漁協に
対して行った。これらの漁協からの漁業被害の状況，漁協経営への影響，賠
償の進捗に関する情報を聞き取った。その後，情報の整理・検討に 2015年
6月までを要し， 7月には，その成果を基礎にアンケートの素案をまとめた。
7月および8月には，郵送法による悉皆調査の開始に向けて，この素案につ
いて，全国内水面漁業協同組合連合会の専務理事，大越徹夫氏の助言を得た。
9月にはアンケートを完成させ， 10月初旬に漁協の組合(長)宛に送付し
た(アンケートの内容については，以下の筆者の明治大学ウエブサイトを参
照されTたこL、oht社tゆp://www.kis配C仏.mei吋りji.a恥C.吋jωp/勾、omoriz悶em/f白il江esν/f如ukushima2 
0旧15日10∞01.pd訂f)λ。なお，締め切りを 10月末としたが，組合事務所の津波によ
る流失や避難指示による移転のため，回答が 12月まで遅延する漁協もあっ
た。早々に返却されたアンケートへの回答を踏まえ， 2015年 1月17日に
本格的な訪問聞き取り調査を木戸川漁協および富岡川漁協に対して行った。
この調査対象の選定は，福島県の太平洋に面した「浜通り」に所在し，津波
被害と相対的に強度の肱射能汚染を被ったことによるO
なお， 2016年6月3日から 6日まで，比較対象漁協として選んだ秋田県
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の内水商漁協への訪問調査を能代市の常蝶川漁協と藤恩町の粕毛漁協に対し
て行った。両漁協は津波被害も放射能被害もなかったが，前者は既に 2014
年 12月に組合員の高齢化と漁場の環境悪化を理由に解散しており(現在，
再建を模索中)，後者は比較的安定した経営を継続している。今後，福島の
一部の漁協も解散(および解散後の再建)が予測されるため，次稿で福島の
漁協の「支援と復興Jに言及するに際して，貴重な知見が得られた。また
2016年6月18日には比較対象漁協の特異な事例として，愛知県の「矢田・
庄内川をきれいにする会」の会員・佐久間元成氏と面会し，内水面漁協の設
立途上における多くの課題や困難を聞き取った。
最後に 2016年9月25日に福島県いわき市の広田次男弁護士事務所を訪ね，
聞き取り調査を行った。広田氏はアンケート調査において明らかになったよ
うに，多くの漁協が東京電力と賠償交渉を行う際に漁協側として関与した弁
護士であり，漁協から依頼された賠償交渉時の困難を聞き取ることができた。
今後も起こりえる賠償をめぐる裁判の争点や被害の訴求方法について，多く
の示唆がえられた。
3.福島の内水面漁協の被害
3-1.原発事故以前の会閣の内水面漁協における環境問題と経営問題
(1 ) 全国の内水面漁協の実態について(1990年代末の調査から)
1998-99年に実施した調査で明らかになった全国の内水面漁協(アンケー
ト調査の回答数533漁協〉の実態について，本研究に関連する限りで言及す
れば，以下に示す「類型的な内水面漁協」の在り方を提示できる。
つまり類型的あるいは平均的な内水面漁協とは， 1940年代以降における
遊漁者の乱獲およびダムや堰の建設による魚類の遡上障害を背景に， 1949 
年の漁業法改正を契機として設立された非出資組合である。アユを中心にマ
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ス類およびコイ科の魚類安合わせて増殖し，それらの生息する流域環境の管
理を担う地域住民の一部の釣魚愛好家(元川魚漁師を含む〉から構成される
組織体である。組合は平均年齢50-60歳台の 500人未満の遊漁者から構成さ
れており，そこに専業漁業者はほとんど含まれない。
また組合が 1990年代後半に直面している狭義の環境問題は，旧来から直
面しているダムや堰による魚類の生息障害，近隣住民の生活雑排水汚染，工
場排水汚染にとどまらず，新たに遊漁者のごみ放置が加わった。前者につい
ての対策としては，原因者との協定・覚書の締結，原因者との直接の示談・
和解，市町村などの仲介による示談和解などを採用してし、、るが，後者には組
合員による見回りなどで対応している。なお環境問題の原因者への対応以外
に行った対策としては，種苗や稚魚の購入最の増加による増殖義務の達成，
市町村に対する補助金の新設・増額の要請，入漁料の値上げによる収入補填
(での環境対策費の捻出)などである。
90年代後半，狭義の環境問題以外で経営に負の影響を及ぼす外部要因は，
カワウなど‘の魚食水鳥の増大，種苗や稚魚の病気，遊漁者による乱獲である。
また漁協の遊漁料収入を規定する遊漁者数の将来的な推移については，やや
減少すると予測している。そして遊漁者減少の原因を，環境悪化による水質
悪化・水量変化，カワウ被害，魚類の性格変化による遊漁者の興味の減少に
帰している。
将来の総収入の見通しについては，総収入が若干誠少すると予測している。
収入増大項目は，遊漁料，種苗・稚魚の売り上げ，環境破壊原因者からの同
意料のいずれか(いくつかの複合)であろうと予測し，収入減少項目は，遊
漁料，賦課金，環境破壊原因者からの同意料徴収のいずれか(いくつかの複
合)であると予測してL帰。支出増大項目は，増殖費用，漁場の管理・監視・
造成費，給与・報酬以外の一般管理費のいずれか(いくつかの複合)であろ
うと予測している。
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以上の調査からほぼ 13年後の原発事故により，放射能汚染という極めて
重大な環境汚染問題が新たにのしかかり，以上の経営上のネガティブな諸傾
向はいっそう強化され，若干のポジティブな傾向も相殺されると考えられる。
なお前回の調査では，以下のような漁協経営の与件の変化とそれへの対応
については，研究の対象外とした。つまり，少子高齢化の進行，勤労者の余
暇時間の増大，さらには魚食文化の衰浪，子供の遊戯に出める釣魚の割合の
減少といった「緩やかな変化」は考慮、の外に置かれた。加えて，釣魚技術の
革新や学校教育における親水活動の制限といった「急激な変化」も考慮の外
に置かれた。したがって，今回の調査結果に，以上の与件の変化がどの程度
影響を及ぼしているかも，同じく度外視せざるを得なかった。したがって，
以下では，以上の広義の「制度的な変化Jを，突然の原発事故の影響が加速
したか否かの考察は，度外視せざるを得ない。
3-2.原発事故による漁協を中心とした地域の包括的資本の被害概要)
(1 ) 漁協および所在地域の被害の全体像
A:被害の自然科学的側面
A-l.魚体の汚染
本稿では，福島県の内水面漁協の被害を短期的および中長期的に規定する
河川湖沼の低質のセシウム汚染については取り上げず円採取された魚体の
汚染に限って言及する。
福島県内水面水産試験場による「平成24年度事業報告」の「放射線に
関する調査研究J(3ト56頁)部分では，以下のような福島県内の「河川・
湖招の生息魚体内の放射性物質のモニタリング調査結果」を公表している。
河川の天然魚のモニタリングは 20日年5月から行われ. 2011年度は「数千
Bq/kg (ベクレル/キログラム)の検体が多数見られた」が.r今年度 (2012
年)は滅少し，全体として減少傾向にあるJとしている。
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代表的な魚穣のセシウム(134と137)による汚染の合算値は，アユ(検
体数59)が9-280Bq/kg，イワナ(検体数164)が7-600Bq/kg，ヤマメ
(検体数121)が7-1430Bq/kg，コイ(検体数2)が13-280Bq/kgであっ
た。国が定めた基準値100Bq/kgを超える検体がシロザケ(検対数9:検
出限界値未満)とワカサギ(検体数29: 10-76 Bq/kg)以外の全増殖対象
魚種に認められた。なお2012年度には，既に放射性ヨウ素は検出されなかっ
た。他方，養殖魚のモニタリングは2011年3月から行われ， ドジョウ(検
体数1)が240Bq/kgであり，ヤマメ(検体数21)が7.4-24Bq/kgであっ
たが，これら以外の魚種は検出限界値未満であった。
A-2.採捕・出荷の制限
公表された 2014年4月2日時点での「内水面の探捕・出荷制限等の措置
一覧」には，以下のように，固からの出荷制限の対象魚種と関係漁協(適用
時期〉が示されている。また福島県からの採捕自粛要請が，沼沢漁協のヒメ
マス (2012.04.01)と真野川漁協のモクズガニ (2011.06. 23)に対してなさ
れ，国からの摂取制限指示が，新田川・太田川漁協のヤマメ (2012.03.29)
に対してなされた。魚種ごとの制限については以下を参照されたし、。なお福
島県の河川・湖沼の地理的な位置関係については，次頁の地図を参照された
L 、。
-アユについては，真野川漁協 (2011.06. 27)，新田川・太田川漁協 (2011.
06.27)および阿武隈川漁協 (2011.06. 27)の管理水面に対し，国から
出荷制限が出された。
・イワナについては，阿武隈川漁協 (2012.04. 05) ，檎原漁協と猪苗代・
秋元漁協 (2012.04.24)，野尻川漁協 (2012.04. 24)，阿賀川漁協 (2012.
04.24)，只見川漁協 (2012.04.24)の管理水面に対仏国から出荷制限
が出された。
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地図 福島県の河川・ 抑l招
仕11fT: http://is2.sss.fukushima-u.ac.jp/fks-db/txt/43690.004/htmI/00006.html 
[河川IJ
l 阿武限)11 2抱上)1 3広瀬川 4大沌桜川 5釈迦立川 6真野川 7新聞川 8諮戸川
9高瀬川 10熊川 II沼阿川 12木戸川 13夏)1川 14鮫 川 15 久慈川 16阿賀川
17新橋川 18湯川 19大川 20只見川 21滝谷川 22野尻川 23伊l有川
[湖沼]
a猪苗代初IJ b伶即、梅J c小野川柳IJ d秋元謝IJ e沼沢湖IJ f田子倉自信J g奥只見初l
h尾瀬沼 l羽rJ;iIJ
-ヤマメについては，真野川漁協 (2011.06. 17)，新田川・太田川漁協
(2012. 03. 29)，阿武隈川漁協 (2011.06. 06)，槍原漁協と猪苗代・秋元
漁協 (2011.06. 06)の管理水面に対し，固から出荷制限が出された。
・コイについては，阿武隈川漁協 (2012.05.10)，阿賀川漁協 (2012.04.
27)，会津漁協 (2012.04.27)，西会津漁協 (2012.04. 27)，槍原漁協と
猪苗代・秋元漁協 (2012.04.27)の管理水面に対し，固から出荷制限が
出された。
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なお，南会津西部漁協のイワナ (2012.05.31に出荷制限指示)は2012年
9月 19日に，久慈川第一漁協のヤマメ (2012.06. 07に出荷制限指示)は
2013年7月初日に固からの出荷制限の解除があった。また沼沢漁協のヒメ
マスは2016年3月30日に県の探補自粛要請が解除された (https://www.
pref.fukushima.lg.jp/uploaded/ attachment/15867 4.pdを参照されたい)。
B:被害の社会科学側面
B-l，準備調査で得た知見
2014年8月 1-3日の阿武隈川，鮫川，阿賀川，沼沢，新田川・太田川，
各漁協への訪問準備調査(久慈川第一は組合長面会のみ)では，被害につい
て以下の質問を行い，関連情報を得た。なお，主要な先行論文(工藤，
2014)が準備調査後に，入手可能となったため，以下の質問項目の作成には，
活用できなかった。
質問は，①被害について，②賠償について，⑨支援について，④出荷および
販売先について，⑤事故以前の経営について，⑥環境教育について，⑦事故
前後の放流および産卵場の整備について，以上7つの観点からなされた。そ
ニから得られた知見と以上の自然科学的な知見をもとに，後続のアンケート
調査の調査項目を導いた。その際に想定した参照枠が，次買の図「地域の内
水面漁業をめぐる包括的な資本関係閣」であり，作業仮説として用いること
とした。なおこの参照枠は，筆者が先行研究において，原発事故における自
営の農業者および商業者の被害を分析する際に用いた「相互に連闘し関連す
る地域社会を構成する資源・資本群」の図を応用したものとなっているヘ
B-2.漁協を中心とした被害の包括的な把握から導かれる諸論点
A:隣接地域における自然環境の放射能汚染と漁協への被害の波及
ある地域(市町村〉に所在する漁協の被害について，時間的な近因となり
時間的・空間的な遠因となるのが，隣接地域の自然環境に降下した放射能で
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東電福島第一発電所からの汚染
「ι・「
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!物的資本il他の物的
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!人的資料|資本
他地域の:1地域内の
社会・:1他の人的
社会関係i目資本
資本 .. t 
‘_.d__l 
隣接地域の自然環境
地域内社会資本
組合内の
汚染の拡大: 相互促進・依存関係:.一一ー
図 地域の内水面漁業をめぐる包括的な資本関係図
ある。原発事故(完全な制御は 2016年 1月の執筆時点でも未達成)により
発電所から放出された放射性物質は，組合が所在する地域に隣接する他地域
の広大な森林と水系に到達 ・降下 ・蓄積する。その際，放射性物質の降下は
降雨や積雪により促進される。また，森林の除染は困難であり，執筆時点で
も，本格的に行われていない。そのため隣接地の森林と水系に重度な汚染が
認められる地域の漁協では，汚染の波及による被害の長期化が危慎される
(論点 1)。
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B:漁協が所在する地域内の自然環境の放射能汚染
上記の隣接地域とほぼ同様の汚染は，漁協所在地域内の自然環境において
もほぼ同時に引き起こされる。そして以上の Aとあいまって，当該地域に
おける水系の水質と底質の汚染および生態系と魚類の汚染となって，当該漁
協の管理水面，すなわち流域における自然資本(増殖対象魚を含む生態系)
の効用の劣化，無化さらには負化を引き起こす。また，管理水面から水系を
通じて下流域の隣接地域(漁協)に汚染を波及させる。
なお，ここでいう自然資本とは，次のような意味で用いている。すなわち，
漁協の活動の対象であり，当該活動により遊漁者(漁協の組合員自身を含む)
に釣魚機会を有償で持続的に提供できる，空間的に限定された水域(周辺の
河川敷や湖畔などを含む)，つまり遊漁者への生態系サービス提供の母体を
自然資本と呼ぶ。したがって，この母体の健全性を確保する水質，底質，河
川敷およびその周辺の森林の除染(制度的に強制された，あるいは漁協によ
る自主的なぞれ〉の進展が，漁協にもたらされる被害の緩減のカギとなろう
(論点 2)。
C:地域内の社会資本および漁協の物的資本の放射能汚染
以上の当該地域内の自然環境および流域環境の汚染は，地域内の社会資本
である用排水路，堰，魚道および堤などを汚染するが，準備段階での聞き取
り調査では，漁協はこれらの汚染を意視していない。地域の自治体において，
漁協に対し助成金交付や経営支援をおこなう担当部署をも社会資本に含める
ならば，原発事故による漁協の活動の休止・停止にともなう助成金や支援の
打ち切りは，被害を長期化させ漁協経営を圧迫するであろう(論点3)。
また漁協の所有する物的資本である築や仕掛け網などの捕獲道具や騨化・
養魚施設は放射性物質の陣下で汚染されるが，一部は河川水や雨水で洗い流
される。準備段階での聞き取り調査では，筆者の別の先行研究(大森，
2016)で認められた農業者の所有する農業機械や施設と異なり，こうした漁
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協の物的資本の汚染は，震視されていなかった。むしろ汚染ではなく地震や
津波による組合事務所や僻化・養魚場などの物的資本の破壊が沿岸の漁協で
問題化した。物的資本の復旧も組合経営の不可欠の継続条件となるであろう
(論点4)。
D:組合員の誠少と組合内の人的資本の劣化や遊休化
漁協の組合員が所在する地域が，警戒区域などの濃難区域に属するか否か，
それらに隣接するか否かなどにより，住民の強制的あるいは自主的な避難が
なされることで，組合活動の継続と漁業権の行使が困難になるo それは，賦
課金(組合費)および漁業権行使料からなる漁協の収入を削減させるだけで
なく，漁協の人的資本の劣化を招く。ここでいう漁協の人的資本とは，主に
組合の運営を積極的に担う役員層の能力であり，組合の行なう増殖活動や漁
場管理活動を有償(あるいは経営難により低額および無償)で担う一部の組
合員のそれである。
原発立地に近接する地域では，事故直後，直接的な被曝により彼らの身体
は駿損されるが，本調査の過程では，そうした事例は，語られることはなかっ
た。しかし河川敷や川岸の森林汚染から放出される放射線被曝の累積が懸念
され，漁協活動の領域が制限されて，組合員の漁場管理における人的資本の
遊休化はいっそう進むであろう(論点目。
また人的資本を，漁場の技術的な管理能力に加え，組合における組織上の
管理能力における熟練や専門知識の蓄積でもあり，地域内外の遊漁者からの
遊漁料収入の増額に貢献する経営上の管理能力であると王理解すれば，以下が
想定できる。つまり，こうした管理能力を持つ役員や組合員の退会，組合活
動の休止，活動領域(管理水面域と業務量〉の縮小が，原発事故に起因して
引き起こされれば，当該の人的資本の劣化・遊休化がさらに進行する。出荷
停止や出漁規制や摂食禁止などの公的規制や組合(あるいは組合連合会)の
自主規制が，こうした事態を引き起こす。またこうした規制による組合員数
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の減少は，本人の被災による避難のみならず家族の避難により余儀なくされ
る。避難および遊漁機会の喪失よる組合員の減少は，経営悪化(賦課金・漁
業権行使料の収入減)をもたらし，さらに残された役員の加重労役と報酬の
減額(無報酬化)に連鎖し，出役インセンティブを減じ，人的資本の質的劣
化を招くであろう。このような循環累積的な因果関係ωにおける負のスパ
イラルが組合内部で進行するであろう(論点 6)。
E:避難による地域内外の遊漁者(遊漁料収入)の減少
組合員は，地域に在住し組合を賦課金と漁業権行使料と出役で支える点で，
地域外に在住し遊漁券を購入して，漁場の生態系サービスである釣魚機会を
有償で得る遊漁者とは災なる。とはいえ出役を担わない組合員は，議決権の
有無以外は，ほぽ遊漁者に等しい。以上の Dのような組合の人的資本の劣
化・遊休化は，地域内の遊漁者の避難による減少，公的および自主的な出荷
制限や出漁(遊漁)規制による管理漁場領域の縮小などで加速する。さらに
被爆回避と公的な，および組合の自主的な遊漁制限により発生する地域外か
らの遊漁者の減少は，彼らからの遊漁料収入に依存する度合いが高いほど，
組合経営を危機に陥れる。その結果として生じる増殖事業の削減と漁場管理
の空洞化は，遊漁者への生態系サービスの質を劣化させ遊漁者数(遊漁料収
入)をさらに減少させる。ここにも負のスパイラルが認められよう(論点 7)。
F:地域社会の他の協同組織などとの連携
従来から，同一地域において漁協と提携あるいは協力関係を構築していた
農協・森林組合，商工会，観光協会などの組織や放流事業・環境学習などで
協働してきた学校などの団体が，漁協の被害と経営危機に際して，どのよう
に対応するだろうか。地域全体が，ほぼ同ーの原発事故被告にあい，強制的
あるいは自発的な避難を余儀なくされることで，漁協と他の組織との連携が
絶たれるのか。一時的で自主的な避難だったため，地域住民(遊漁者，組合
員を含む)が早々に帰還した地域であり，魚類汚染が比較的に軽度であれば，
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いわゆる「風評被害」にとどまり，経営の回復も早く，従来どおりの提携関
係が維持・回復されるであろう(論点8)。
G:組合経営と利害関係の深い地域内の他の物的および人的資本
漁協経営にとってのステイク・ホルダーである種苗業者，釣具庖，旅館・
料理屈，および遊漁券を受託販売する一般商庖などの営業とそこでの人的資
本の継続状況も当該地域の汚染と遊漁制限の程度に大きく依存する。した
がって，上述Eで述べた地域内外からの遊漁者の減少は，とうした関連業
界の営業状況に負の影響を及ぼす。また関連事業者の地域からの撤退や休業
(および彼らの遊漁関連の情報提供サービスの質の劣化)は，遊漁者の減少
に連鎖する。そして，関連事業者の経営にフィードパックされ，経営難を生
じ，廃業を促す。ここでも循環累積的な因果関係において負のスパイラルが
進行する(論点的。
H.組合に外部効果を及ぼす他地域の社会資本・社会関係資本
県内の他地域あるいは遠方の社会資本および社会関係資本における事故前
後の変化が，被害の緩和や拡大防止にどのように影響するかについても検討
に値する。他地域の社会資本としては県営の種苗センター(大熊町の福島県
栽培漁業センター)や漁協に補助金を提供している招島県があり，同じく中
央政府の助成金を配分する全国内水面漁業協同組合連合会，そして被害の算
定と和解や賠償を仲介する福島県内外の弁護士や ADR(裁判外紛争解決手
続)の機構などが，重要な役割を担う。また遠方の他地域で形成・運営され
漁協に外部効果を及ぼす社会関係資本として，釣りクラブや釣りサークルな
どの遊漁者組織があり，釣り場の汚染や放流事業に関するそれらへの適切な
情報提供が，被害回復に大きく影響すると思われる(論点 10)。
以上の諸論点を検討するために行ったアンケート調査の結果は以下であっ
た。
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4.原発事故による漁協被害と損害賠償の実際
(アンケー卜調査の結果1)
4-1.浜通り地区の漁協における被害と賠償
浜通り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果を表 1-1，1-2に
まとめた。残念ながら新田川・太田川漁協からの回答は得られなかった。各
漁協の所在する地域(市町村)は，事故直後に，警戒区域，避難区域，緊急
時避難準備区域，屋内退避区域などに指定され，当該地域の全体あるいは一
部がその対象とされた。また漁協の管理対象魚種は， 2015年夏の調査時点
で，真野川，泉田川，熊川，富岡川，木戸川，各漁協において(地域全体が
避難指示区域である室原川・高瀬川漁協も同じく)全管理水域で採捕禁止と
なっている。また事故を起こした原発から 30キロ圏外のいわき市に所在す
る夏井川および鮫川両漁協については，前者は一部探捕禁止であったが，後
者では採捕禁止は行われなかった。特に，原発に近く，避難指示解除準備区
域や帰還閲難区域を含む地域に所在する，泉田川，熊川の 2漁協は，管理水
域への立ち入りが制限され，組合事務所・施設・ふ化施設に放射能被害が認
められた(おそらく回答のなかった室原川・高瀬川漁協も同様と推察される)。
そのため流域環境整備が全くできない状態にある。また他の漁協も， ["回答
なし」の真野川漁協と近年整備を行っていなかった室原川・高瀬川漁協，お
よび事故の影響を受けなかった鮫川漁協を除いて，何らかの形で，整備の規
模縮小を余儀なくされた。
上に述べた所在地域と管理水面での放射能汚染の影響は， ["回答なし」の
熊川漁協(帰還困難区域のためゼロと推察できる)奇除いて， 2014年には，
真野川，泉田川，富岡川，木戸川，各漁協で遊漁者がゼロとなり，室戸川・
高瀬川漁協では漉漁者をほぼ9割減らした。夏井川，鮫川両漁協では，遊漁
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表 1-1 浜濁り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(1)
漁 協 名 真野川 室原川・高瀬川 泉田川 熊 )1 
所在市町村〔移転先〉 南相馬市 浪江町(伊達市) 浪江町(福島市〉 大熊町(いわき市)
所在市町村の避難指示区 ①，②，③ ①，② ①，② 警戒区域
域指定 (2011.4. 22)' 
， (アンケート実施前後 一部避難指示解 避難指示解除~l 避難指示解除準 帰還困難区域
2015.9.5) 除準備区域 備区域 備区域
水産動植物の採捕の制限 全管理水域で採 全管理水域で採 全管理水域で採 全管理水域で採
捕禁止 捕禁止 捕禁止 捕禁止
管理水域への立ち入り制限 制限なし (回答なし) モιタリング時 立入不可
立入可
組合事務所・施設・1際化 被害なし 放射能被害あり 放射能被害あり 放射能被害あり
場の被害 中皮の地震・津 中度の地震・津
波被害 波被害
流域環境整備の継続 (回答なし) 近年は整備せず 全く整備不能 全く整備不能
2010年度遊漁者数(県 1.000 ( 1%) 3.600 (30%) 30.000 (60%) (回答なし)
外者割合)
および 2014年度遊漁 。(0%) 3，671 (30%) 。(0%) (回答なし)
者数〔岡)
環境教育への取り組み (回答なし) 実施していたが (回答なし) 実施していたが
休止・縮小 休止・縮小
および魚食普及への取 (回答なし) 実施していたが (回答なし) 実施していたが
り組み 休止・縮小 休止・縮小
稚魚の仕入れ先の変更 変更なし 仕入れ先を変更 (回答なし〕 (回答なし)
稚魚の仕入れ量の変化 仕入れ震の削減 仕入れ量を削減 (回答なし) (回答なし〉
稚魚の仕入れ単価の変化 単価に変化なし 単価に変化なし (回答なし) (回答なし〕
事故時点での助成金の有無 さを舗なし 受領あり 受領なし 受領なし
事故後の継続(新規の有無) 新規なし 不明 新規なし 新規なし
多種協同組合との連携・協力 連携なく.変化 連携なく，変化 連携なく，変化 連携なく，変化
商工会・学校との連携・協力 もない もない もない もない
内水面漁業関連の業者の 釣具や餌の業者， 釣具や餌の業者， 釣具や餌の業者， (回答なし)
廃業 民宿 民宿 民宿
遊漁券販売受託 遊漁券販売受託
商庖 商庖
「風評被害」とみられる 釣り大会等イべ (回答なし) 避難解除準備区 釣り大会等イベ
事例 ント中止 域のため現状を ント中止
把援できず
事 ①警戒区域 (20km悶内)②計I'可的避難区域 (20km圏内で20mSvの恐れあり)⑪緊急時避難準備区域
(20-30 km圏内)
(注〉 新田JI・太田川|漁協 (2011.4. 22時点で一部避難指示区域:， 2015.9.5 時点で~.m~避難指示解除準備区域〉
はアンケー トの回答なし。
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表 1-2 浜通り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(2)
漁 協 名 富岡川 木戸川 夏井川 鮫川
所在市町村(移転先) 宮岡町(いわき市) 楢葉町 いわき市 いわき市
所在市町村の避難指示区 警戒区域 警戒区域・③ 指定外 指定外
域指定 (2011.4. 22)* 
(アンケート実施直後 -部帰還困難・ 指定外 指定外 |指定外
2015.9.5) 屑{主制限区域
水産動植物の採捕の制限 全管理水域で採 全管理水域で採 水域・魚績のー|採捕禁止はない
捕禁止 捕禁止 部採捕禁止
間水域一γ一可 条件付で立入可 一l (回答なし)
組合事務所・施設・卿化放射能被害あり 修理可能な被害 四手網に被害 軽度の地震・津
場の被害 (ふ化場・中間 波被害
育成場・加工場〉
流域環境整備の継続 2013年 3月以 12015年 10月以 l規模ぞ縮小して l事故以前と同様
降は同一規模で|降は規模を縮小|整備 |に整備
可能 |して可能 | 
日00(20%) I 3，000-4，000 I 998 (0%) I回答なし
(30-40%) 1 
o ( 0%) I 0 ( 0%) I 695 (回答なし)I事故前の 80%
を回復
河川美化団体と|商工会，学校，
協力 |観光協会
事故後建設会社|商業者組合と連
とili携 |携を継続
釣具や餌の業者， I釣具や餌の業者;I 遊漁券販先受託I(回答なし)
民宿 1民宿 |商庖
遊漁券販売受託|地元養殖業者
商底
地元養殖業者
川魚料理屈・旅館
観光客の大幅減少|観光客の大幅減少|遊漁者の大幅減少|遊漁者の大幅減少
遊漁者の大幅減少 1;遊漁者の大幅減少 l釣り大会等イベン|釣り大会等イベン
釣り大会等イベン|ト中止 |ト中止
ト中止
2010年度遊漁者数(県
外者割合)
および 2014年度遊漁
者数(同)
環境教育への取り組み l尖焔していたが l実施していたが
|休止・縮小 |休止・縮小
および魚食普及への取|実施ぜず |実施していたが
り組み 休止・縮小
稚魚の仕入れ先の変更 |仕入先を変更 1 (回答なし)
稚魚の仕入れ量の変化 |仕入れ量を削減
稚魚の仕入れ単価の変化 l単価に変化なし
事故時点での助成金の有無|受領あり
事故後の継続(新規の有無)1中止・減額
多種協同組合との連携・協力
(回答なし)
(回答なし)
受領あり
中止・減額
商工会・学校との連携・協力
内水面漁業関連の業省の
廃業
「風評被害」とみられる
事例
(j凶答なし)
(回答なし〕
新たにアユの生
態勉強会を実施
????? っ?? ???????
???
??? ??
?
? ?
?
? ?
..①聖書戒区域 (20km閣内)②言|間的避難区域 (20km圏内で20mSvの恐れあり)③緊急時避難準備区域
(20-30 km圏内〕
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原発事故による福島の内水面漁協の被害と賠償
者は2-3割誠にとどまった。また河川へのアクセスの制限は児章・学章が参
加する環境教育を実施していた組合に，活動の休止・縮小を余儀なくさせた。
放流増殖用の稚魚の購入については，仕入れ先を変更する漁協が多<.管
理水域への立ち入りを制限された漁協は，仕入れ量を削減したが，ほとんど
の組合は，仕入れ単価に変化はなかった。この背景には従来からの長期の安
定した取引がうかがえる。
地域社会との関連でいえば，浜通りの漁協は他の協同組織との連携は少な
いが，富岡漁協と木戸川漁協では従来の連携を継続している。しかし漁協の
経営にとって利害を共にしてきた釣具届，餌販売，遊漁券販売を担う一般商
庖，遊漁者の利用する民宿や旅館，ごく少数の兼業漁師が魚類を販売する川
魚料理屈に廃業が認められた。なお漁協は釣り関連イベントや遊漁者の減少，
観光客の減少を「風評」と認識していることがわかる。
4-2.中通り地区およひ.会津地隠の漁協における被害
(1 ) 中通り地区の漁協における被害
中通り地区の 3漁協の被害に関するアンケート調査の結果を表2にまとめ
た。阿武隈川漁協と久慈川第一漁協に共通するのは，所在地域が避難指示区
域外でありながら，前者は全管理水域で，後者は一部の水域・魚種に採捕禁
止措置がとられたことである。県南鯉養殖組合は，コイ以外にアユやマス類
の養殖を行い県全域および県外の漁協に稚魚を供給しており，養殖には河川
水ではなく地下水を利用している点に特徴がある。したがって採捕禁止措置
の対象にはならない。 3組合の施設に放射能被害はない。久慈川第一組合に
着目すれば，上述の部分的な採捕制限により流域環境整は規模を縮小せざる
を得ず，そのため年聞の遊漁者を 2010年の 7，000人から 2014年の 4，000人
へと減らし，特に県外からの遊漁者を減らしている。同じ理由から環境教育
や食魚普及の活動の休止や縮小を余儀なくされている。稚魚の仕入れは仕入
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表2 中通り地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果
漁 協 名 阿武隈川 久慈川第一 県南鯉養殖
所在市町村 福島市 東白川郡矢祭町 郡山市
所在市町村の避難指示 指定外 指定外 指定外
区域指定 (2011.4. 22) 
(アンケート実施直 指定外 指定外 指定外
後2015.9.5)
水康動横物の採捕の制限 会管理水域で採捕禁止 水域・魚種の一部採捕 採補禁止はない
禁止
管理水域への立ち入り制限 モニタリング時立入可 制限なし (回答なし)
組合事務所・施設・卿 被害なし 被害なし 修理可能な被害
化場の被害
流域環境整備の継続 従来ば整備していたが 規模を縮小して整備 事故以前と同様に張備
近年は整備せず
2010年度遊漁者数(県 (回答なし〕 7，000 (40%) (回答なし〕
外者割合)
および 2014年度遊 (回答なし) 4，000 (20%) (回答なし)
漁者数〔同)
環境教育への取り組み (回答なし) 実施していたが休止・ 実施していたが休止・
縮小 縮小
およひ'魚食普及への (回答なし〕 実施していたが休止・ 実施していたが休止・
取り組み 縮小 縮小
稚魚の仕入れ先の変更 仕入れ中止 仕入れ割合変更 (回答なし)
稚魚の仕入れ量の変化 (回答なし) 仕入れ量を削減 (回答なし〉
稚魚の仕入れ単価の変化 (回答なし) 単価引き下げ 〔回答なし〕
事故時点での助成金の有無 受領なし 受領なし 受領あり
事故後の継続(新規の有無) 新規なし 新規に事故と無関係で 継続
受ける
多穏協同組合との連携・協力 連携なく，変化もない 連携なく，変化もない 連携あり
商工会・学校との連携・協力 先方の要請で中止
内水面漁業関連の業者 不明 釣具や餌の業者，民宿 (回答なし〉
の廃業 遊漁券販売受託商腐
「風評被害」とみられる 釣り大会等イベント中 観光客の大幅減少 組合・組合員の販売量
事例 止 遊漁者の大幅減少 4-5割に，単価下落
52 (582 ) 
原発事故による福島の内水面漁協の被害と賠償
れ先を変更し，仕入れ最を削減し，単価を引き下げた。地域社会の外部の利
害関係者であった釣具庖，餌業者，遊漁券販売を担う商庖，民宿の廃業を報
告している。そして，観光客の大幅減少と遊漁者の大幅減少を「風評被害」
と見なしている。
なお以上で取り上げた中通り地区には，稚魚の仕入れ単価を引き下げた漁
協はおらず，後部の会津地区の漁協も同様である。しかしながら県南鯉養殖
漁協が， r風評被害」に関する問いに，傘下の組合員事業者の販売量054-5 
割の減少と単価の下落があったと回答していることから，それは主に県外の
漁協により引き起こされたものと推察できる。
(2) 会津地区の漁協における被害
表3-1，3-2に会津地区8漁協の被害に閲するアンケート調査の結果をま
とめた。すべての漁協の所在地区が避難指示区域指定外であるにもかかわら
ず，会津漁協以外は金管理水域あるいは一部の水域・魚穣に採捕禁止措置が
とられた。また管理水域への立ち入り制限や組合施設の被害(放射能被害と
地震・棒波被害〉はないようである。檎原漁協では一部の河川湖沼で流域環
境の整備が滞り，南会津西部漁協では原発事故直後に整備不能が生じたもの
の，他の漁協では整備不能は生じなかった。しかしながら事故前から遊漁者
数を半分以下に減らした漁協は，只見川，伊北の両漁協であり，他の檎原，
檎技岐，南会東部の 3漁協はほぼ2割遊漁者を減らしたにとどまる。そして
放流稚魚の仕入れについてもほとんど、変化がなかった。また檎枝岐漁協は近
隣における釣り具や餌の販売庖および民宿の廃業を認めているが，他の漁協
からは回答がなかった。沼沢漁協を除くすべての漁協は，観光客あるいは遊
漁者の大幅な減少は「風評被害Jだとみなしている。
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表3-1 会津地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(1)
漁協名
所在市町村
檎 原|沼 沢|只見川 |檎枝肢
耶麻郡北塩原村|大沼郡金山町|大沼郡金山町|南会津郡槍伎岐村
所在市町村の避難指示区
域指定 (2011.4. 22) 
(アンケート実施直後
2015.9.5) 
指定外
指定外
指定外 指定外
指定外 指定外
指定外
指定外
水産動植物の採捕の制限 水域・魚種のー|金管理水域で採|水域・魚種のー|水域・魚種の一
部採補禁止 |捕禁止 |部採捕禁止 |部採捕禁止
管理水域への立ち入り制限 I(回答なし) I制限なし (回答なし〉 (回答なし〕
組合事務所・施設・鰐化 l被害なし l被害なし |被害なし l 被害なし
場の被害
流域環境整備の継続 |一部河川湖沼で|事故以前と同様|事故以前と同様|事故以前と同様
整備不能 |に整備 |に整備 |に整備
2010年度遊漁者数(県 I89.104 (不明)I (問答なし)
外者割合
および 2014年度遊漁 I70，948 (不明)I (回答なし)
者数(同
環境教育への取り組み |新規に被災地視察 I(回答なし)
および魚、食普及への取 I(回答なし)
り組み
1，000 (30%) 4，000 (90) 
500 (30%) 3，500 (90) 
(闘答なし) I特段の活動なし
(回答なし) I (回答なし)
稚魚の仕入れ先の変更 l変更なし 〈回答なし) I変更なし 変更なし
稚魚の仕入れ震の変化 l 仕入れ景に変化 仕入れ最安削減|仕入れ最に変化 仕入れ最に変化
なしなし なし
稚魚の仕入れ単価の変化|単価に変化なし|単価に変化なし 単価に変化なし 単価に変化なし
事故時点での助成金の有無 l受領あり l受領あり 受領あり 受領なし
事故後の継続(新規の有無)1;事故以外の理由|継続 継続 新規なし
で中止・減額
多種協同組合との連携・協力|連携なく，変化|事故前同様連携|連携なく，変化|事故前同様連携
もない もない
商工会・学校との連携・協力
内水面漁業関連の業者の I(回答なし)
廃業
金山町立小学校
と連携
(回答なし) (回答なし) I釣具や餌の業者，
民宿
「風評被害Jとみられる|観光客の大幅減少 I(回答なし) I観光客の大幅減少|観光客の大幅減少
事例 |遊漁者の大幅減少遊漁者の大幅減少l遊漁者の大幅減少
〈注〉 阿賀}I(2011.4.22時点で指定外)，猪苗代 (2011.4. 2時点で指定外).西会津 (2011.4. 2時点で指
定外).野尻川 (2011.4. 2時点で指定外).各漁協はアンケートの閲答なし
54 (584 ) 
原発事故による福島の内水面漁協の被害と賠償
表3-2 会津地区の漁協の被害に関するアンケート調査の結果(2)
漁 協 名 会 津 南会東部 伊 北 南会津西部
所在市町村 会樟若松市 南会津郡下郷町 南会津郡只見町 南会津郡南会津町
所在市町村の避難指示区 指定外 指定外 指定外 指定外
域指定 (2011.4. 22) 
(アンケート実施直後|指定外 |指定外 |指定外 |指定外
2015. 9. 5) 
水産動酬の採捕の制限|採捕禁止はない|水域・魚種の一|水域・輔の一|水域・魚積のー
部探補禁止 部採捕禁止 部採捕禁止
管理水域への立ち入り制限 (回答なし)
組合事務所・施設・f陣イ包 被害なし 被害なし 被害なし 被害なし
場の被害
流域環境整備の継続 事故以前と同様 事故以前と同様 近年は整備せず 2014年 1月以
に整備 に整備 降は同一規模で
毅備
2010年度遊漁者数(県 520 ( 2%) 3，562 (70%) 1，652 (不明) (回答なし)
外者割合〉
および 2014年度遊漁 500 ( 1%) 2，998 (70%) 708 (不明)I (回答なし)
者数(岡)
環境教育への取り組み 以前同様の工夫 (耐し(.[特段の活動なし|特段の活動なし
および魚食普及への取 新規に C&R区 新規有名釣人講 (回答なし) I (回答なし)
り級み 関設定 師イベント
稚魚の仕入れ先の変更 県外に変更 県外に変更 変更なし 仕入れ先を変更
稚魚、の仕入れ量の変化 仕入れ量を増加 仕入れ量を削減 仕入れ量に変化 仕入れ量に変化
なし なし
稚魚の仕入れ単価の変化 単価に変化なし 単価に変化なし 単価に変化なし 単価に変化なし
事故時点での助成金の有無 受領なし 受領なし 受領あり 受領あり
事故後の継続(新規の有無〕 新規なし 不明 継続 継続
多種協同組合との連携・協力|連携なく.変化|速携なく，変化|連携なく，変化|連携なく，変化
商工会・学校との連携・協力|もない |もない |もない |もない
内水面漁業関連の業者の I(団答なし)
廃業
〈図答なし) (図答なし) I (回答なし〉
「風評被害」とみられる|遊漁者の大幅減|遊漁者の大幅減|遊漁者の大幅減|観光客の大幅減
事例 |少 |少 |少 |少
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5.漁協の原発事故被害に対する損害賠償の実際
(アンケート調査の結果2)
5-1.浜通り地区の漁協に対する賠償
以下，表4-1，4-2 "を参照されたい。東京電力への損害賠償請求の方法に
ついては，直接交渉，弁護士に依頼している場合，両者の組み合わせ，直接
交渉と弁護士以外への依頼の組み合わせがある。交渉時期は原発事故の発生
年 (2011年)が多く，それ以降にずれ込む漁協(泉田川，富岡川，木戸JI[)
もあるが，事務所の津波被害や組合役員の避難などの事情によると思われる。
泉田川と熊川の両漁協は，東電との合意に納得しているが，合意が被害の一
部についてであったり，内容が不十分であったりする。また真野川漁協のよ
うに，ほとんど合意に達していない事例もある。支払いについては合意に納
得している泉田川と熊川の両漁協以外は，支払いの避延や停止の状態にある。
賠償から除外された費用項目として，種苗費，放流費，業務費(通常の人
件費および追加的人件費すなわちモニタリング用探捕費用)が挙げられてい
る。富岡川漁協からは本来的に賠償されるべき逸失利益が除外されたとの回
答が，夏井川漁協からは，組合員の漁業権行使の不全に対する賠償金が除外
されたとの問答があった。賠償には，以上の問題点があることから，熊川漁
協と夏井川漁協以外の漁協は追加交渉が必要，あるいは ADRの実態を調べ
て検討すると答えている。
賠償の打ち切りに必要な条件として，すべての漁協が， ["出荷・採捕制限
の解除」という制度的な規制と「生物内の放射能の不検出」という科学的基
準のいずれかを挙げている。なお「東電主導ではなく行政の介入による放射
能汚染の改善」という条件にも，以上の両側面が含まれると解釈できる。賠
償交渉の過程の課題としては「今後の追加請求を国の損害賠償の指針が阻ん
56 (586 ) 
漁協名
原発事故による福島の内水面漁協の被害と賠償
表4-1 浜通り地区の漁協に対する賠償(1)
真野川 |室原川・高瀬川11 泉田川 方自
損害賠償請求の方法 |弁護士が代理 |直接交渉・弁護|直接交渉 |直接交渉
士が代理
JlI 
交渉開始時 20日年6月 2011年内 2012年 4月
合意・納得の有無 |ほとんど合殺し|合意だが内容不|介ぷ・納得
2011年3月
合意・納得
|てない |十分
及び内容の問題点 1 20日年 1月ま|事業実態と賠償
では合意 |範囲の不整合
支払い状況 支払いが止まっ|支払われている|支払われている|支払われている
ている
賠償から除外された項目|積首費 樹高資・種苗費・ I (回答なし〕 (回答なし)
河川管理費
放流費・人件費
増大分
追加交渉の意思 他事例を踏まえ|追加交渉を考え 1 (回答なし) 1追加交渉は考え
検討 |ている ていない
賠償打ち切りに必要な|出荷・採揃制限|その他(原状回 1凶;i• 採揃i1~J限|出荷・採捕制限
条件 |の完全解除 |復まで)
賠償交渉過程の課題
および生物内放
射能不検出
(回答なし) I国の指針が追加
請求を阻む言い
逃れを促す
の完全解除 |の完全解除
および東電主導
でなく行政介入
での汚染改善
(回答なし) I (回答なし)
賠償による経営状態の|賠償が部分的で|賠償があっても|ふ化場建設等の将|賠償により現状
変化 |遅延し，経営は|事故の影響で経|米的な事業巡常の|維持
厳しい |営は厳しい |資金難に背慮
でいる」とする指摘や「専業者がいない内水面漁協が，多くの専業者を抱え
る海面漁協に比して， (園および東電から)軽視されている」という指摘も
あった。
最も重要な論点である，原発事故により被る経営状態の変化(悪化)に対
し賠償がどのように機能するかについては， I賠償により現状が維持される」
と答えた熊川漁協を除き，他の漁協は「賠償金が入っても，事故の影響で経
営は厳しL、J，I賠償が部分的で遅延し経営は厳しL、」と回答している。また
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表4-2 浜通り地区の漁協に対する賠償(2)
漁 協 名 富岡川 木戸川 夏井川 鮫 )1 
損害賠償請求の方法 弁護士が代理・ 直接交渉 弁護士が代理 弁護士を介して
(県漁速を通じて)
交渉開始時 2014年4月 2013年7月 2011年6月 20日年6月
合意・納得の有無 一部合意・懸案 合意だが内容不 (回答なし) ー部合意・懸案
事項あり 十分 事項あり
及ぴ内容の問題点 l岡 120万の仮 逸失利益・棚卸 (モニタリング
払いのみ 資産・モニタリ 経費は不合意〕
ングに合意
支払い状況 支払いが止まっ 支払われている 支払い遅延・不 』鴎周な支払いだっ
ている 本意な支払い方 たが遅延してい
法への中途変更 る。
賠償から除外された項目 逸失利益・人件費 〔回答なし) 組合員への賠償 人併費・種苗費・
(避難による交通 額 業務費
費)・稚魚代金
追加交渉の意思 追加交渉を考え (回答なし) 追加交渉は考え 他事例を踏まえ
ている ていない 検討
賠償打ち切りに必要な 出荷・採捕制限 生物内股射能不 出荷・採捕制限の 東電主導でなく
条件 の完全解除 検出 完全解除・東電主 行政介入での汚
導でな〈行政介入 染攻勢
での汚染改善
賠償交渉過程の課題 人権費の除外 風評被害の扱い (回答なし〕 専業者不在によ
る海面
漁業よりの軽視
賠償による経営状態の 賠償があっても 賠償があっても 賠償があっても 賠償があっても
変化 事故の影響で経 事故の影響で経 事故の影響で経 事故の影響で経
営は厳しい 営は厳しい 営は厳しい 営は厳しい
泉田川漁協は将来的な事業の展開上の資金難を危f具している。
5-2.中璃り地区および会津地区の漁協に対する賠償
(1 ) 中通り地区の漁協に対する賠償
表5を参照されたい。阿武隈川漁協は麗接交渉，久慈川第一漁協は弁護士
が代理，県南鯉養殖組合は弁護士と弁護士以外に依頼している。前二者は合
意に遣い納得し，順調な支払いを受けているが，後者は合意内容を不十分
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表5 中通り地区の漁協に対する賠償
漁 協 名 阿武隈川 久慈川第一 県南鰻養殖
損害賠償請求の方法 直接交渉 弁護士が代理 弁護士と弁護士以外が
代理
交渉開始時 20日年8月 20日年 1月 2012年3月
合意・納得の有無 合意・納得 合意・納得 合意だが内容不十分
及び内容の問題点
支払い状況 支払われている 支払われている 支払い遅延
賠償から除外された項目 (回答なし) (回答なし〕 (回答なし〕
追加交渉の意思 (回答なし) (回答なし〕 追加交渉を考えている
賠償打ち切りに必要な 遊漁者回復と経営安定 遊漁者図復と経営安定 東電主導でなく行政の
条件 介入による汚染改善
賠償交渉過程の課題 (回答なし) (回答なし〕 県と行う放射能調査の
費用の東電の不払い
賠償による経営状態の 賠償により現状維持 賠償が部分的で遅延し， 賠償があっても事故の
変化 経営は厳しい 影響で経営は厳しい
とし，支払いが遇延しており，当然，追加交渉を望んでいる。賠償の打ち切
りの条件としては，上述の浜通りの漁協と異なり，前二者の漁協は， I遊漁
者の回復と経営安定Jと言ったやや漠然とした条件を提示しているが，後者
の県南鯉華殖組合は「東電主導ではなく行政の介入による放射能汚染の改善」
を求めている。そして福島県に協力して行っている放射能調査費用の不払い
問題を課題としている。賠償に合意し納得している阿武隈川漁協と久慈川第
一漁協ではあるが，前者は「経営状態は賠償により安定している」と回答し
ているものの，後者は「賠償が部分的で遅延し経営は厳しLリと述べている。
県南鯉養殖組合は，賠償があっても「風評」により経営は厳しいとしている。
(2) 会津地区の漁協に対する賠償
以下，表6-1，6-2を参照されたい。檎原，檎枝岐の 2漁協が弁護士に交
渉を依頼したのに対し，沼沢，只見川，南会東部，伊北，南会津商部，会津
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の6漁協は直接交渉を行った。沼沢，只見川，檎枝岐，南会東部，伊北，南
会津西部の各漁協は合意に達し，納得している。檎原漁協は合意には至った
ものの，内容が不十分(減益分のみで，放流増殖事業の補償はない)と述べ，
会津漁協は損害が「風評被害jのみなので，その内容は不十分ながら，合意
したとしている。とはいえ，以上の全漁協が順調に支払いを受けていると述
べている。しかしながら檎原漁協と檎枝岐漁協は，県と行うモニタリング事
業への負担が補償されず，賠償に関して発生する旅費も除外されたと述べて
いる。また会津漁協は，追加的な種苗放流費用が，南会東部漁協は種苗放流
費用が，賠償から除外されたとし，南会津西部漁協は，組合員減少(賦課金
と漁業権行使料)への賠償が除外されたとしている。以上から会津地区の漁
表6-1 会津地区の漁協に対する賠償(1)
漁 協 名 檎 除 沼 沢 只見川 檎枝岐
損害賠償請求の方法 弁護士が代理 直接交渉 直接交渉 弁護士が代理
交渉開始時 2011年6月 2012年6月 2013年3月 2011年12月
合意・納得の有無 合意だが内容不 合意・納得 合意・納得 合意・納得
十分
及び内容の問題点 減益分だけ，放流
増殖補償はなし
支払い状況 支払われている 支払われている 支払われている 支払われている
賠償から除外された項目 県のモニタリン (回答なし〉 (回答なし) 検体採取(モニ
グ補助 タリング)の目
賠償関連旅費 当(役員分)
追加交渉の意思 追加交渉は考え (回答なし) .ifl.jnr交渉は考え 追加交渉は考え
ていない ていない ていない
賠償打ち切りに必要な 出荷・採捕制限 出荷・採捕制限 遊漁者回復と緩 東電主導でなく
条件 の完全解除 の完全解除 営安定 行政の介入によ
る汚染改善
賠償交渉過程の課題 夏季の遊漁券 (回答なし) (回答なし) 〈回答なし)
(鯉鮒)の販売不
可だが補償ない
賠償による経営状態の 賠償により現状 賠償があっても 賠償があっても 賠償により現状
変化 維持 事故の影響で経 事故の影響で経 維持
営は厳しい 営は厳しい
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表6-2 会津地区の漁協に対する賠償(2)
漁 協 名 会 津 南会東部 伊 北
損害賠償請求の方法 直接交渉 直接交渉 直接交渉
交渉開始時 2011年 1月 2012年3月 2012年5月
合意・納得の有無 合意だが内容不 合意・納得 合意・納得
十分
及び内容の問題点 風評被害のみ
支払い状況 支払われている 支払われている 支払われている
支払い方法に問
題ない
賠償から除外された項目 放流増分の費用 種苗費 〈回答なし)
追加交渉の意思 他毒事例を踏まえ 追加交渉は考え 追加交渉は考え
検討 ていない ていない
賠償打ち切りに必要な 遊漁者回復と経 遊漁者回復と経 遊漁者回復と経
条件 営安定 営安定 営安定
賠償交渉過程の課題 東電本社と支社 (回答なし) (回答なし)
の組鯖
賠償による経営状態の 賠償はわずかで 賠償があっても 賠償により現状
変化 事故前から厳し 事故の影響で緩 維持
L 、 営lま厳しい
南会津西部
直接交渉
2011年9月
合意・納得
支払われている
組合員の減少
追加交渉は考え
ていない
汚染の改善を
伴った打ち切り
は仕方がない
風評被害の継続
賠償により現状
維持
協は，原発事故の被害が浜通りの漁協より比較的軽度であり，そのため，一
回の賠償交渉でおおむね合意し，一応納得していることがわかる。こうした
ことから，追加交渉を検討している会津漁協以外の漁協は，それを望んでは
いない。賠償の打ち切りに関しては，南会津岡部漁協が， r放射能汚染の改
善を伴つての打ち切りは仕方がない」とかなり柔軟な姿勢を示しているのに
対し，只見川，会津，南会東部，伊北， 4漁協は打ち切り条件として， r遊
漁者の回復と経営安定」を求めている。檎枝岐漁協は，より強行に「東電主
導ではなく行政の介入による放射能汚染の改善」を条件として求め，檎原，
沼沢の両漁協は「出荷・採捕制限の完全解除Jを必要条件とする。とはL、え，
浜通り地区のいくつかの漁協のように，より強固に「生物内放射能の不検出」
を条件とする漁協はない。
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6.原発事故による漁協被害と損害賠償の個別事例分析
(事業報告書より)
6-1.浜通り地区:鮫川漁協の事例
誤通りの漁協は，夏井川漁協と鮫川漁協のように所在地域の一部のみが屋
内退避区域に指定されたものから，熊川漁協や富岡川漁協のように，所在地
域が警戒区域の指定を受けたものまで幅がある。また新田川・太田川漁協の
ように事務所が津波で流され， 23年度の事業に関する決算関連の資料を喪
失したところもある。
ここでは，原発事故被害が比較的に軽微で資料の入手が可能であった，事
故前の組合員500名弱の鮫川漁協の「事業報告」に即して，漁協経営への事
故の影響を分析する。表7を参照されたい。原発事故は当該漁協の 2011年
度の第一四半期に発生した。前年度に比べ組合員数を約6%強ほど減少させ，
2013年度末には正組合員をさらに 4%減少させたが，新たに準組合員を正組
合員の 10%強増やし，漁業権行使料収入の増大で事業収入の回復を図った。
アンケート調査に記されていたように，遊漁料収入も 2013年度末には事故
以前の 80%台まで回復している。しかし組合員の減少により賦課金を 90%
弱まで，漁業権行使料は事故以前の 80%弱まで減らしている。雑収入とし
て処理されている 2011年度， 12年度， 13年度の東電からの賠償金(アンケー
トより，表中の斜体数字)は，事業収入の減少と総事業支出の増大を相殺し，
13年度末には230万円を超える当期剰余金を実現した。
このような賠償により 2013年度には事故前を上回る種苗の放流は行えた
が，それは事故前に行っていた種苗を育成し供給する事業安補填するためで
あったと推察される。
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表7 浜通り地区の漁協被害と損害賠償の個別事例分析
鮫川漁協 (漁業権対祭魚:コイ・ 7ナ・アユ・ウグイ・イワ十・ヤマメ・ウナギ)
正組合員数(准組合員数) 493 (ー ) 463 (ー〕 406 (ー ) 390 (51) 
出資総額〔円〕 147，900 138，900 121，800 132，300 
県連への加盟・非加盟 加盟 11 11 fノ
損従1i1算
会計年度 2010.01-2010. 12 201l. 01-2011.12 2012.01-2012. 12 20日，01-2013.12
科目
I 総事業収入(円) 1，844，228 7，024，498 9，057，936 16，383，076 
l事業収入計 1，409，300 6，443，900 7，436，000 9，374，000 
(内訳)
自営漁業売上
賦課金 493，000 455，000 406，000 441，000 
遊漁料 7，881，300 3，523，900 4，900，000 6，628，000 
漁業権行使料 3，035，000 2，465，000 2，130，000 2，305，000 
2事業管理収入計 434，928 580，598 1，621，936 7，009，076 
(内訳)
受入手数料
預け金(受取)利息 8，596 3，203 2，064 1，938 
受人補助金 200，000 200，00 200，00 3，898，400 
受入助成金 179，172 114，522 79，133 160，160 
雑収入 47，160 262，873 1，340，739 2，948，578 
E 総事業支出 12，228，907 7，086，342 8，579，562 14，050，010 
1事業支出計 7，039，390 3，137，045 4，536，239 9，617，205 
(内訳)
採捕直接費 295，730 44，184 162，794 45，500 
積荷費 5，300，000 1，976，332 2，993，175 8，112，100 
放流費 180，685 145，037 270，57 185，037 
河川管理費 647，906 491，736 705，233 770，011 
ffJ潟供給費 615，069 479，756 404，980 504，557 
2事業管理費計 5，189，517 3，949，297 4，043，323 4，432，805 
(内訳〉
人件費 1，474，125 846，045 1，015，564 900，400 
旅費交通費 1，651，500 963，522 1，131，100 1，294，940 
業務費 1，278，407 1，427，618 1，390，259 1，727，173 
諸税負担金 537，400 311，000 150，800 171，900 
施設費 106，857 194，395 228，979 175，483 
償却費 61，403 53，278 50，841 20，047 
雑費 7，825 79，095 3，780 31，762 
雑損失 2，344 。 。
法人税・住民税 72，000 72，000 72，000 111，100 
当期余剰]金(損失) -384，679 -61，844 478，374 2，333，066 
注1; r4f業報告並びに決算」に記載はないが，聞き取りとアンケートにより点電から賠償を得ていることがわ
かる。雑収入として処壊していると推察される。
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6-2.中通り地区:阿武隈川漁協の事例
表8を参照されたい。阿武隈川漁協は，管理流域が極めて広く，原発事故
前に 5千人弱の正組合員を擁していたが，事故による組合員の離脱はほとん
どなかった。しかしながら，アンケートの回答にあったように，全管理水域
で採捕禁止措置が取られたため， 2011年4月からの年度において，賦課金，
遊漁料および漁業権行使料が， !まぽ無収入状態となった。しかしそれは，雑
収入として処理された当該年度の東電からの賠償金約2，237万円(表中のア
スタリスク付き斜体数字，次年度以降は賠償金の費目で計上)と，卿化直接
費や種苗費と放流費などの事業費支出の圧縮で相殺されたが，河川管理費を
増大させざるを得なかった。また次年度以降の賠償金は，規模を縮小した積
苗費や放流費や河川管理費として用立てられた。なお事故後は外来魚・カワ
ウ対策費は打ち切られた。なお余剰金あるいは損失に着目すれば，事故後，
3年度に渡って損失が発生しているが，事故前の 200万円強の余剰金の範囲
内である。しかしながら全管理水域で採捕禁止措置が続くかぎり，東電から
の2，300万円強の賠償の継続は不可避である。
6-3.会津地区:阿賀川漁協の事例
表9を参照されたい。阿賀川漁協は原発事故により正組合員が准組合員に
移行し，大幅に前者を減らしている。アンケート調査には回答がなかったが，
遊漁者の滅少も，遊漁料収入の減少から推察される。当然，組合員の支払う
賦課金と漁業権行使料も激減している。こうした状況の変化を，準備調査で
の聞き取りからおぎなえば，この地域は従来からコイを食べる習慣があり，
高齢の組合員が，事故によるコイの出荷制限を原因に組合から離れた。その
ため組合の経費を削減しているという。確かに種苗費や放流費といった事業
費，業務費といった管理は減少しているが，前者の範噂の河川管理費と後者
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表8 中通り地区の漁協被害と損害賠償の伺別事例分析A
阿武隈川漁協 (漁業権対象魚:コイ・フナ・アユ・ウグイ・イワナ・ヤマメ・ワカサギ・ウナギ〉
正組合員数(准組合員数〕 4970 (ー〕 4629 (ー ) 4629 (ー〕 4629 (ー~ ^^^ I 
出資総額(円) 10，785，000 7，809，000 7，832，000 7，832，000 
県連への加盟・非加盟 非加盟 11 ノ 11 
損益計算
会計年度 2009.04-2010目03 2010. 04-2011. 03 2011. 04-2012. 03 2012. 04-2013.03 
科目
I 総事業収入(円) 49，379，764 46，948，527 32，671，060 
l事業収入計 40，617，411 36，767，800 411，900 430，400 
(内訳〕
自営漁業売上 2，108，961 1，455，500 119，700 118，900 
賦課金 19，972，000 18，516，000 52，000 。
遊漁料 12，045，050 10，826，600 240，200 。
漁業権行使料 6，151，400 5，615，700 。 。
鮫採t甫料 340，000 354，000 。 311，500 
2事業管理収入計 8，762，353 10，180，727 32，259，160 
(内訳〉
受入手数料 384，300 299，250 144，900 。
預け金利息 6，993 4，391 3，171 2，821 
受入補償金備の 1.594，000 1，594，000 1.594，000 1.594，000 
受入助成金(制 2，456，860 2，409，400 2，356，250 2，086，000 
雄I/Jl.λ 2，584，200 3，258，077 柳25，830，456 525，643 
債権利息 1，736，000 2，259，979 2，330，383 2，330，000 I 
教育情報資金戻入 355，630 
東京電力賠償金 21戸U9，257
東京電力追加費用 7，762.617 
E 総事業支出 47，222，396 46，998，984 33，182，773 36，038，893 
l事業支出計 16，135，373 17，090，157 2，681，810 6，454，057 
(内訳)
興事化直接費 409，525 420，574 32，780 900，890 
種苗費 15，619，812 16，560，749 1，417，760 1，446，900 
放流貨 65，448 95，275 。 2，514，797 
河川管理費 40，588 13，559 1，231，270 1，591，470 
2事業管理費計 31，087，023 29，908，827 30，500，963 29，584，836 
(内訳)
人件費 14，565，636 14，702，677 14，404，224 13，926，420 
旅費交通貨 980，940 505，400 705，380 631，020 
業務費 12，384，293 1，802，963 1，794，073 12，236，112 
施設費 688，832 698，600 973，611 527，326 
償却費 114，500 136，450 
雑貨 141，586 6，023 3，115 2，800 
外来魚・カワウ対策 584，489 630，686 
退職給付費用 250，600 230，000 800，000 1，300，000 
諸税負担金 1，376，747 1，196，028 1，820，560 961，158 
当期未処理剰余金〈裁期損失) 2，157，368 -50，457 -511.713 -58，155 
注1:受入補償金は東北電力から 1，594.00円
注2:初日9年度の受入助成金および類似受取金は，福島県中通り工場連絡協議会170万円，森永乳業福島工場
20万円，林養魚場3万円.鎚水砂利10万円，カワウ・外来魚助成(福島県)27万8.00円，福島県鮭増
殖協会14万8，860円(次年度以降は略す)
市:うち2，371，790円が東電損害賠償金
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表9 会津地底の漁協被害と損害賠償の個別事例分析
阿賀川非出資 (漁業権対象魚:コイ・フナ・アユ・ウグイ・イワナ・ヤマメ・ワカサギ)
正組合員数(准組合員数〕 860 (75) 233 (571) 225 (410) 233 (338) 
出資総額(円〉
県連への加盟・非加盟 加盟 11 11 11 
損益計算
会計年度 2010.01-2010.12 2011. 01-2011.12 2012.01-2012.12 2013.01-2013.12 
科目
I 総事業収入(円) 14，510，325 13，155，627 14，564，640 16，906.211 
l事業収入計 10，024，980 8，479.720 6，817，930 日，093，170
〔内訳)
賦課金 2.899，500 2.455，500 1，957，500 1，761，000 
遊漁料 1，804，880 1，517，920 1，289，530 1，175，370 
漁業権行使料 5，163，000 4，431，000 3，409，200 3.042，900 
S宮ν大会λ1濡斜 157，600 75，300 161，700 113，900 
2事業管理収入計 4，485，345 4，675，907 7，746，710 10，813，041 
(内訳〕
預け金(受取)利息 36，869 12，354 5，109 1，961 
受入補助金借り 100，000 100，000 100，000 2，282，511 
受入助成金〈制 401，844 479，066 446，480 376，760 
受入協力金惜の 969，120 798，000 1，165，880 843，000 
雑収入 47，512 375，487 889，212 879，737 
受入補償金{削 2，930，000 2，911，000 5).40，029 6，429，072 
H 総事業支出 17，447，814 16.734.133 18.560.45日 18.400，192 
I事業支出計 9，014，348 日，952，695 10，454，010 10，446，435 
(内訳〕
種古賀 6，083，440 6，080，550 5，944，650 5，720，090 
放流費 500，091 478，161 454，987 460，250 
河川管理費 1，955，192 2，043，984 3，654，373 3，844，645 
釣り大会費用 475，625 350，000 400，000 421，250 
2事業管理費計 8，433，466 7，781，438 8，106，449 7，953，757 
(内訳)
人件費 3，144，949 3，225，703 3，351，594 3，493，686 
旅費交通費 352，500 519，720 660，550 587，500 
業務費 1，539，845 1，075，921 1，236，599 1，154，149 
諸税負担金 492，600 419，478 335，00 269，200 
施設費 909，445 871，072 922，370 962，515 
支払手数料 1，430，590 1，227，795 1，001，365 902，560 
償却費 、 103，320 154，980 154，980 
雑費 178，977 230，429 371，491 83，224 
選挙費 312，560 36，000 。 273，943 
法人税・信烏彬 72，000 72，000 72，000 マ2，000
岩当期損失 2，937，48自 3.578.506 3.995，819 1，493，981 
注湯川村より。 2013年は福島県より追加。
注2:県内漁連(金内〕より。 2012年度のみ阿賀川流域ネットワークが追加。
注3: 2010年度は河川エ事，喜砂利組合，側とわ， 201年度は河川工事，喜砂利組合，側米沢より
注4: 2010年度は東北電力側，会津大建工業構)， 201年度は東北電力帆東部大建工業側
2012年度か弘そこに東京電力側が加わる。
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の範鴫の人件費は増大を余儀なくされている。従来から得ている東北龍力な
どからの補償金に加え， 2012年度から東電の(表中の斜体数字)賠償が始
まった。この賠償によって 13年度末には，事故による損失帽を削減した。
繰越余剰金は事故前に約 1，800万円あったものの，賠償が長期間続かないと
取り崩さざるを得ない。
7.考察:形式合理性と実質合理性の帯離
7-1.論点の検討
論点 1の隣接地域の自然環境汚染の残存と論点2の漁協所在地域の自然環
境汚染の残存は，以下によりその意大性が確認できる。つまり 2016年3月
30日時点での「内水面の採捕・出荷制限等の措置一覧」に見るように， 2014 
年4月2日時点での「内水面の採捕・出荷制限等の措置一覧」における「国
からの出荷制限Jは，かなりの漁協においても継続している。例えば，アユ
については，真野川，新田川・太田川，阿武隈川，各漁協への出荷制限が解
除されていない。イワナについては，阿武隈川漁協の出荷制限は解除されて
おらず，猪苗代・秋元漁協は一部の流域のみで解除され，南会津西部，野尻
川，阿賀川，会津，只見川，各漁協では解除されている。しかしながら，コ
イについては，阿武隈川，阿賀川，会津，西会津，檎原，猪苗代・秋元，各
漁協への出荷制限は解除されていない。なおヤマメについても，猪苗代・秋
元漁協管理の酸川と 2012年6月に新たな出荷制限を受けた久慈川第一漁協
では解除されたものの，真野JI/，新田Jl/・太田川，阿武隈Jlf.檎原，猪苗代・
秋元，各漁協では出荷制限は解除されていない。
論点3についてみれば，公的あるいは民間の機関・団体からの助成金につ
いては，アンケートによれば富岡川，木戸川，檎原，の各漁協で，事故後に
中止や減額となったが，助成を受け入れていた他の漁協では継続された。
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「事業報告書Jからは阿武隈川と鮫川の両漁協で，若干の助成金の減額が認
められた。事故直後には，富岡川，木戸川の両漁協は警戒区域に所在したこ
とから，やむをえないと考える。アンケートによれば，久慈川第一漁協が，
事故と関係なく新規の助成を受けているが，それ以外に新規の助成を受けた
漁協はいない。被害を長期化させず，漁協経営への悪影響を軽減するために
も新規の助成が必要と思われる。
論点4について言えば，津波による物的資本の破壊は軽度であったが，む
しろ事故直後，警戒区域に所在した室原川・高瀬川，富岡川，木戸川，泉田
川，熊川，各漁協では放射能汚染が問題となっている。後の二者では，地震
と津波の被害も見られた。物的資本の復旧，特に除染と施設の復旧が組合経
営の不可欠の継続条件となっている。
加えて，河川敷や川岸の森林の放射能汚染から組合員や遊漁者が被るリス
クの累積は，浜通りの鮫川を除く全漁協と中通りの阿武隈川と久慈川第一の
両漁協で，採捕制限を1もたらした。これにより漁協活動の領域が制限され，
組合員の脱会や遊漁者の激減が生じ，賦課金・漁業権行使料，遊漁料といっ
た主要な収入が大きく減額した。さらに役員の加重労役と報酬の減額に連鎖
し，出役インセンティブを減じ，論点5と論点6が危慎した，組合員の漁場
管理と経営管理における人的資本の遊休化はいっそう進んでいると思われる。
こうした負のスパイラルは内部的な経営崩壊の危機を多くの漁協で引き起こ
す可能性がある。
加えて，以上からの帰結として生じる地域外からの遊漁者の減少は，彼ら
からの遊漁料収入に依存する度合いが高いほど，組合経営を危機に陥れる。
経営危機は遊漁者の獲得努力(釣り場管理の強化，増殖努力，広報活動〉を
岡難にする。ここにも論点7が危慌した，負のスパイラルが認められよう。
論点8が着目した福島の内水面漁協の地域社会との連携についていえば，
従来から，地域社会の他の協同組織や商工会，観光協会などとの連携関係は，
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富岡)rl，木戸]11，沼沢，県南鯉養殖の4漁協を除いて，十分に構築されてい
なかった。県南鰹養殖漁協が学校給食へ川魚を提供していた魚食普及事業の
中断は，根拠の乏しい，いわゆる風評被害といえよう。
また組合事業と遊漁活動に利害関係の深い関連事業者である種苦業者，釣
具庖，釣り券販売を受託する一般商庖，遊漁者が利用する民宿や旅館，およ
び川魚料理庖などの地域からの撤退や休業は，遊漁者の減少を引き起こす。
ここでも論点9が危慎した負の連鎖が起動している O 一部の漁協で試行中の
コンビニエンスストアでの釣り券販売(オンライン)の普及や地域での観光
業の支援事業との協働，公営宿泊所の建設・開設などが要請されよう。
論点 10が危↑具した，組合に外部効果を及ぼす他地域の社会資本・社会関
係資本のあり方についていえば，社会資本である県営の積苗センター(大熊
町の福島県栽培漁業センター)の事業の停止が及ぼす影響は大きかった。ま
た社会関係資本としては県内外の釣りクラブ，釣りサークルなどの遊漁者組
織があり，それらへの適切な釣り場の汚染状況や放流事業に関する情報提供
が，被害回復に大きく影響すると思われるが，本研究では調査の対象外とせ
ざるを得なかった。稿を改めた「支援と復興」についての研究では，この点
に関する漁協側への聞き取り調査が不可欠であると考える。
7-2.被害の実質性と賠償の形式性の矛盾
以上により原発事故による内水面漁協の被害と賠償の実態が，その概略に
おいて明らかになったと言えよう。特に浜通り地区では，採補禁止措置が適
用されなかった鮫川漁協以外の大半の漁協で，放射能汚染による被害はほと
んど改善することなく，組合員と遊漁者の釣魚が禁止あるいは制限されてい
る。それにより漁協の活動停止と組合員の離脱が生じ，漁協経営は循環累積
的に悪化し，将来的な組合の解散が危慎される。
こうした経営困難を結果する漁協被害に対して，現時点での賠償は，実質
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的な汚染被害の除去そ目的としたものではなく，従来の収入水準安維持し増
殖事業や河川管理事業を形式的に継続することで組合の形式的な存続を図る
だけに，とどまっている。こうした被害の実質性と賠償の形式性の矛盾は，
中通り地区を南北に貫く阿武隈川漁協に端的に現れている。事業報告書(表
8)から明らかなように，組合の自主財源である賦課金と漁業権行使料，そ
して売り上げに相当する遊漁料収入をほぼ失い，東京電力からの賠償金で増
殖事業と河川管理を継続し，事業管理費を賄っている。たしかに増殖事業と
河川管理と事業管理に関わる人的資本の遊休化は避けられている。しかしな
がら，自他への釣魚サービスの提供という本来的な業務である経済行為が空
洞化しているのである。
自然的あるいは人為的に魚類が再生産される流域環境，すなわち代替不可
能な自然資本，およびそれと密接に結合した人的資本，そしてこれらを取り
巻く社会資本と社会関係資本，さらには釣魚関連の民間資本を含めて，地域
社会の枠を超えた広範囲におよぶ包括的な資本関係の総体が，長期的かっ不
可逆的に段損されたのである。
8.おわりにかえて:実質的な救済と復興を求めて
以上の中間報告の経済学的な合意を記しておきたい。原発事故による自然
資源・資本への長期的かっ広範囲の汚染とそれに起因する福島県内の内水面
漁場と漁協への負の経済的影響に関する調査とその結果の考察が示唆するの
は以下である。原発事故による漁協の経済的損失とその原因者である東京電
力による賠償は，次のことを意味する。すなわち，漁協の管理する自然資源・
資本会，その周辺部の自然資源・資本(山林や水系)と共に，除染労働の継
続的な投下を要する「負の資本」に転化させたことである。確かに，以上の
調査結果からは，漁協管理下の自然資源・資本への除染労働の投下による実
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質的な復元作業は進展しておらず，漁協への金銭的な賠償による形式な経営
支援(事故以前の経営状態の回復を規範とする補償)が行われているに過ぎ
ないことがわかる。こうした賠償は，汚染の原凶者である東京電力の原発施
設を一つの資本と見なせば，それが，長期的かっ累積的な負債を負った「負
の資本」へと転化したことを意味している。端的にいえば，原発事故による
自然資源・資本の汚染は，こうした資源・資本の管理者あるいは利用者とし
ての経済主体を，また原因者である経済主体をも，共に，各々の資本を「負
の資本」に転化させざるを得なL、。そして原因者の「負の資本」化による損
失は，国家財政への金銭的・形式的な転嫁によって矩期間で補填されうるが，
原子力災害における被害者の「負の資本」化による損失は，国家財政負担を
伴う除染労働の投下によっても，短期間では，容易に実質的に補填されず，
長期間，残存する。そして，それが被害者の人的資本の遊休化と劣化を不可
避とする。
なお，ここでは原発事故による直接的な人的資本の段損である被曝につい
ては，言及していないが，漁協の管理下の自然資源・資本である漁場が放射
能で汚染されている限り，漁協組合員の河川管理活動や遊漁者の釣魚活動が
被曝リスクを負うととは確かである。こうしたリスクにも配慮した，汚染と
被害の低減のための漁協の諸活動への支援と復興のあり方については，稿を
改めて論じたL、。
謝辞
本研究の遂行;こ当って，元水産庁職員の中山員理子さんと，調査実施時に大森正之
研究室に所属していた堀口紘平君，山根正之君，中川河太君に，調査票の作成から，
訪問調査(事前連絡や車の運転など)や，データの取りまとめに関し，多大な協力を
いただいた。特に中山さんには，今後とも協力いただく予定である。ここに感謝を表
したL、。
(601 ) 71 
政経論叢第85巻第5・6号
《浅》
( 1 ) この研究の成果は，大森 (2000a)，大森 (2000b)，大森 (2001)を参照さ
れたL、。
(2 ) 大森 (2014)を参照されたい。
(3 ) この調査の成果については大森 (2016)を参照されたい。
(4) 漁場環境の放射能汚染の概要については，湯浅一郎 (2014)を参照されたい。
(5 ) 大森 (2016)85頁ぞ参照されたい。
(6) この「循環累積的な因果関係」という概念は，制度派経済学の経済過程の理
解において特徴的な考え方でああ。ミクロ的あるいはマクロ的な経済過程が均
衡や安定に向かわず，正あるいは負の不均衡が拡大する傾向を経済過程の例外
ではなく，常態と捕らえている。この概念の継承と発展については Kapp(カッ
プ)2011 (2014)を参照されたL、。
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